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事業報告書ガイドライン（案）の骨子案 

 
【序章】 
１． 設定の趣旨と経緯 

① 趣旨と経緯 
② 両部会での了承 

２． 本ガイドラインの性格と取扱い 
① 通則法第３８条の「事業報告書」との関係 
② 事業報告書の基礎にある前提や概念を含む 
③ 「基本的な指針」との関係（参照されるもの） 
④ 本ガイドラインの構成 
⑤ 必要に応じた見直し 

３． 本ガイドラインが対象とする事業報告書 
① 一般目的財務報告 
② 連結財務諸表の取扱い 

 
 
【第１章 事業報告書の特徴】 
４． 通則法における事業報告書の取扱い 

① 財務諸表に添付して主務大臣に提出 
② 財務諸表とは異なり、事業報告書は主務大臣の承認の対象ではない 
③ 公表、備え置き 

５． 事業報告書の特徴 
① 株式会社等の営利企業と比較した事業報告書の特徴 

・ 独立行政法人の定義 
・ 通則法第３条における「透明性」を踏まえる 
・ 法令等に基づく情報公開が充実している 
・ 事務・事業の実施には国による一定の関与を受ける 
・ 国が公共性の高い事務・事業の確実な実施に必要な財源措置を実施する 
・ 財務情報だけでは成果情報が提供されない 

② 財源構造の違いを踏まえた事業報告書の特徴 
・ 業務運営の財源の大部分を国からの運営費交付金が占める独立行政法人 
・ 業務運営の財源の大部分を交換取引の対価収入が占める独立行政法人 
・ 財務報告利用者、情報ニーズ、成果情報の考え方などに違いあり 

③ 通則法上の法人分類を踏まえた事業報告書の特徴 
・ 法人を３分類（法人の裁量、国の関与の度合い等に応じた法人の分類） 

④ 事務・事業の特性を踏まえた事業報告書の特徴 
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・ 多種多様な事務・事業の特性や業務運営における自主性に十分配慮 
・ 平成２５年閣議決定における業務類型等 

⑤ 法人の規模を踏まえた事業報告書の特徴 
・ 予算・人員が限られるなど、作成負担等への配慮 
・ 適切なガバナンスを構築 
・ 小規模法人を会計監査人による監査の対象外とすること 

⑥ 一定の事業等のまとまりごとの目標を踏まえた取扱い 
・ 主務大臣による目標及び評価の仕組み 

⑦ 区分経理の取扱い 
・ 利益処分の仕組み 
・ 一定の事業等のまとまりごとの目標との関係（２つの関係） 

６． 事業報告書に関連する報告書等との関係 
① 財務諸表及び決算報告書との関係 
② 業務実績等報告書との関係 
③ 任意で作成される報告書等との関係 
④ 他の法令で作成が求められる報告書等との関係（作成時期など） 

 
 
【第２章 事業報告書の利用者及び目的】 
７． 事業報告書の利用者 

① 国民その他の利害関係者 
② 外部評価・監督者は情報仲介機能を有する 
③ 情報ニーズは「基本的な指針」を参照 

８． 事業報告書の目的 
① 説明責任目的、意思決定目的 
② 事業報告書の目的（２つの目的） 

・ 副産物（ガバナンス、情報管理体制、部門をまたがるコミュニケーションなど） 
９． 事業報告書の役割と範囲 

① 業務運営の状況を報告すること 
② 通則法第３章との関係（報告書と評価書は異なる） 
③ 「基本的な指針」における財務報告の範囲への留意 
④ 特に焦点を当てるべき情報 

・ 多種多様な独立行政法人の存在 
・ 「基本的な指針」では財務諸表が基本的な情報 
・ 事業報告書の目的を踏まえて中核的な情報を選択（法人の長の意向・姿勢や運

営上の方針・戦略等、ガバナンス、その他源泉など） 
・ 「基本的な指針」と本ガイドラインとの関係（視点の違い、情報の流れに影響） 
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【第３章 事業報告書の作成の目安となる考え方】 
１０． 作成の目安となる考え方 

① 目的適合性 
② 重要性 
③ ストーリー性 
④ プラットフォーム 
⑤ 忠実な表現（信頼性、中立性など） 
⑥ 比較可能性 

・ 多種多様な独立行政法人の存在と比較可能性との関係 
⑦ 適時性 
⑧ 簡潔・明瞭性 
⑨ コスト対便益 
⑩ 利用・加工のしやすさ 
⑪ 作成の目安となる考え方の間のバランス 

・ 不要な重複等による膨大な情報や過度な作業負担等の防止 
１１． その他留意点 

① 既存の公表情報等の十分な活用 
② ICTの活用（作成の目安となる考え方に関係） 

 
 
【第４章 事業報告書で提供される情報】 
１２． 原則主義 

① 「基本的な指針」の考え方及び自主性との関係 
② 「基本的な指針」における９項目との関係（利用者及び目的等に基づき導出） 

１３． 独立行政法人に共通して提供すべき情報 
① 標準的な様式の必要性（独立行政法人が最低限記載すべき事項を定める） 

・ 比較可能性との関係 
・ 作業負担等との関係 

② 「基本的な指針」における９項目ごとに提供すべき情報 
１４． 独立行政法人の実態を踏まえて提供される情報 

① 実態を踏まえて提供される情報の例示の必要性 
・ 法人の規模、財源構造、事務・事業の特性等を踏まえた例示 
・ 一定の事業等のまとまりごとの目標と個別法の区分経理との関係を踏まえて提

供される情報 
・ 「基本的な指針」における９項目を踏まえた検討（項目ごとの関係も踏まえた） 
・ 実態を踏まえて提供される情報の検討の切り口 

② 「基本的な指針」における９項目ごとに提供すべき情報の例示 
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１５． 事業報告書で提供される情報の取扱い 
① 業務実績等報告書の作成時期等を踏まえた記載方法 
② 事業報告書の目的等を踏まえた継続的な見直し 

・ 副産物の効果の継続 
・ 事業報告書の公表後の実態把握を通じた例示の充実 
・ 提供される情報を見直すべき時期（法人の長の任命時期、新中期目標等の時期

等が節目） 
 
 
【第５章 事業報告書の表示】 
１６． 事業報告書の利用者及び目的、作成の目安となる考え方との関係 

① 作成の目安となる考え方との共通性 
・ 概要情報の表示 
・ 全体像のコンパクト表示 
・ ハイライト情報の活用 
・ グラフ、図表、見出しの利用 
・ カラー表示と白黒表示 

② 情報の選択、配置場所、記載の順序、グルーピングなど 
③ 表示の単位（金額、数量など、法人の規模等を踏まえて選択） 

１７． 独立行政法人に共通して提供すべき情報との関係 
① 標準的な様式により、独立行政法人に共通して提供すべき情報を選択（また、配置等

の考え方が示される） 
② 標準的な様式は、「業務運営の財源の大部分を国からの運営費交付金が占める独立行

政法人」を念頭に作成 
③ 標準的な様式は、通則法上の法人３分類を踏まえた提供が有用 
④ 標準的な様式は、「業務運営の財源の大部分を交換取引の対価収入が占める独立行政

法人」など、財源構造の違いや事務・事業の特性等を踏まえて修正できる（その場合

の説明など） 
⑤ 標準的な様式における情報に該当ない場合の取扱い 

・ 該当ない旨 
・ 他の箇所に記載している場合に参照の旨 

⑥ 独立行政法人整理合理化計画を踏まえた取扱い 
・ 「標準的な様式」を定めるとともに、最低限定めるべき事項の「記載例」を公表 

１８． 独立行政法人の実態を踏まえて提供される情報との関係 
① 実態を踏まえて提供される情報が例示されることで、実態を踏まえて提供すべき情

報が選択される 
② 法人の規模、財源構造、事務・事業の特性等を踏まえた記載例を示すことで、標準的

な様式における情報の配置等の考え方の修正方法を明示することが有用 
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③ 事業報告書の特徴のみならず、事業報告書の利用者及び目的、作成の目安となる考

え方も踏まえる必要 
１９． 事業報告書の提供方法 

① 通則法第３８条に基づく提供方法 
② ホームページ等を活用した提供方法（プラットフォームとの関係など） 

 
 
【付録】 
２０． 事業報告書とその他報告書等との関係イメージ 
２１． 事業報告書の検討に当たっての留意事項 

① 法人の長の関与（トップダウン） 
② 作成責任者及び作成チームの決定 
③ 部門をまたがるコミュニケーション 
④ 監事又は会計監査人の監査（信頼性と目的適合性等とのバランス） 
⑤ 事業年度の期中からの準備 

２２． 構成員紹介 
 
 
 

以上 


